
「新たな市政運営の総合的な指針」案の説明及び意見交換会議事録 

 
日 時：平成２５年９月２０日（金）午後６時３０分～午後７時３０分 

  場 所：片瀬市民センター 第１談話室 

  出席者：片瀬・江の島まちづくり協議会（片瀬地区郷土づくり推進会議）委員 

１７名（委員現在数２３名中６名欠席） 

    市 側  理事者 鈴木市長，石井副市長，藤間副市長， 

             企画政策部 竹村部長，市民自治部 金子部長 

         企画政策課職員(２名)，市民自治推進課職員(２名) ９名 

    事務局  片瀬市民センター職員 ６名 

 

＜配布資料＞ 

１）「新たな市政運営の総合的な指針」案の説明及び意見交換会次第 

２）総合計画に替わる新たな指針の策定について  資料１ 

３）（仮称）新たな市政運営の総合的な指針の構成内容について（二次案） 資料２ 

４）（仮称）新たな市政運営の総合的な指針（二次案）議員全員協議会 資料３ 

 

＜全体進行及び議事概要＞ 

１．開会 

司会進行 小野センター長 

２．市長・副市長挨拶 

   市長，両副市長の挨拶に続き、竹村部長及び金子部長から自己紹介 

３．片瀬地区郷土づくり推進会議議長挨拶 

   長谷川議長挨拶 

４．「新たな市政運営の総合的な指針」の２次案について説明 

   竹村部長が、資料１）～３）に基づき説明した。 

５．意見交換 

   「新たな市政運営の総合的な指針」２次案の内容を中心に、次のとおり質疑応答

を行った。 

Ｑ.第１章の基本的な考え方については２０年先を見据えたものと説明がありまし

たが、一方では新たな指針は３年間の中で取り組むとの説明もありました。この

関係性について、具体的に説明をしていただけますか。 

Ａ.竹村部長 

まちの目指す姿をイメージするときに、藤沢市としてどんなまちになっていて

もらいたい、こういうまちにしたいという２０年先を見越した考え方を持ち、こ



れに基づいて、３年、次は４年と市長任期に合わせて今やっていかなければいけ

ない内容を施策として、指針の中で謳っていきたい。今までの総合計画ですと、

２０年先を目指して実現が難しい事業も計画に含めてきました。そこで、しっか

りした２０年先を目指しますが、施策については今やらねばならないものを３年

間の中で位置づけて、市民の方にも、それを進める職員にも、わかりやすいもの

にしていきたい。期間は３～４年で切りますが、目指す姿は２０年を見据えて事

業を展開していくという考え方です。 

Ｑ. 指針は３年間経ったあと、以降４年間ごとに指針が定められますが、これによ

って２０年先を見据える基本的な考え方が変わることもありますか。 

Ａ.竹村部長 

変わることもあると考えています。 

 

Ｑ.資料３）（仮称）新たな市政運営の総合的な指針（二次案）の１２ページの重点

施策（候補）の№６『市民が実感する市民活動の推進』、№１２『「学び」を活用

した生涯学習の充実』のイメージがわきにくいので、もう少し具体的に説明して

ください。 

Ａ.金子部長 

  『市民が実感する市民活動の推進』についてご説明します。市民活動の方は、

今、市民活動推進センターに４５０もの団体が登録し活動しています。市民活動

の推進によって、ＮＰＯ等の団体が様々な活動を行うことで、市民サービスの一

部でも向上し、市民が実感できるような市民活動を推進したいということで位置

づけています。 

Ｑ.実感するのは、活動をしている方よりもまわりの市民という意味ですか。 

Ａ.金子部長 

  市民活動を実践する人も実感していただけるとは思いますが、その活動に対し

て市民も市民活動が活動していることを実感していただくという意味合いです。 

Ａ.竹村部長 

  『「学び」を活用した生涯学習の充実』については、これまでも生涯学習では

スポーツや文化などを学ぶ機会を提供してきましたが、中でも生涯学習を学ぶ機

会はしっかりと提供していかなければいけないという考え方があり、重点施策と

しては学びを活用して生涯学習の充実を図っていくことが、目指す都市像に近づ

く、成熟した藤沢市に欠くことのできない課題として、位置づけていくというも

のです。 

Ｑ.「学び」を活用したの「学び」は特別なものではなく、生涯学習全般を指して

いるという考え方でいいですか。 

Ａ.竹村部長 



  はい、そのとおりで結構です。 

Ａ.藤間副市長 

補足ですが、生涯学習分野としての文化やスポーツなどの公民館等を利用した

学びの部分の要素がありますが、問題意識としてリタイアされた高齢者も増える

ということから、いろいろなことにチャレンジしたいという高齢者の方を意識し

て、様々な学習機会があり、様々な形で参加できて、自らの心の分野での充実感

を持っていただくようなまちづくりを進めていくという基本的なコンセプトの

中で、特に学びに注目して充実させようと考えています。 

 

Ｑ.私は地区社体協の副会長もしております。７ページに、スポーツ活動等をさら

に盛んにするとありますが、なぜ今年で市民総合体育大会をやめるのですか。せ

っかく地域が一生懸命努力して選手を出して、市民総合体育大会を５０回近くや

っています。なぜオープン化するのか、考え直してほしい。財政が厳しいから止

めるではなく、スポーツの振興の観点からも続けるべきではないですか。スポー

ツを通して地域の活性化を図っていくことも大事ではないでしょうか。 

Ａ.鈴木市長 

  日ごろ地域のスポーツ振興にご尽力いただき、敬意を表します。私も社体協の

役員を長年やっておりますが、市民総合体育大会ができた当初と現在と世の中が

求めるものが変わってきていると感じています。市民総体の地区対抗という部分

については、なかなか地区によっては人を集めるのに苦労していることもあり、

オープン競技としていきたいと考えています。総体としては積極的に進めていき

ますが、社会情勢によって、例えば誰でもいつでも参加できるようにするなど工

夫しながら、全体的には活性化させていこうということには変わりありません。 

 

Ｑ.資料３）（仮称）新たな市政運営の総合的な指針（二次案）の第２章の重点方針

は３９出されていますが、これと８つの基本目標との関係性について、また８つ

の基本目標に対する網羅性、その中での重要性についてあれば教えてください。 

Ａ.竹村部長 

 市が進めていく上での共通的な事項、踏まえておかなければいけない事項につ

いては、基本目標に載せています。基本目標は、市政を運営していく上で事業展

開すると必ずあてはまるであるように幅を持たせています。重点施策については、

８つの基本目標にあてはまるかというとそうではなく、３９項目を重要度や緊急

度、また２０年先を見据えたとき、喫緊の課題を見据えたとき、今この３年でな

にをやらなくてはならないかを絞って作成しております。つまり、基本目標は絶

対的なものがありますが、それに重点施策というものが必ずしもぶらさがってく

るという関係性にはないということです。 



また、３９の項目の取り扱いについてですが、この３９の候補は各部が喫緊の

課題としてこの３年間で取り組むべきものを集約したものです。元々７７挙げら

れていたものを整理したもので、これから本当に重要度、緊急度を勘案して、３

年間に本当にやらなければいけない施策、できる施策なのかということを整理し

ていきます。ですので、ぐっと縮まってきます。そのため、名称が変わったり、

重点施策を集約することもありますので、委員の皆様からいただいたご意見や市

民の方から意見をいただいたうえで、勘案して絞込みもしくは追加して、しっか

りした重点施策に整理、練り固めていきたいというものです。 

 

Ｑ.重点施策を実際に計画におとすときのプロセスで、施策としての重要度と計画

段階での重要度と違うと思うのですが、施策で削られると計画もなくなってしま

うのですか。 

Ａ.竹村部長 

 施策を実際に展開する事業（計画）は、施策が削られてなくなると指針の中に

は反映はされなくなります。例えば３９あるうちの３９番目だからそれは落とし

てしまうとなると、そこについてくるべき事業がその指針の中には表れてこない

ことになります。ただ、指針そのものは、重点施策をわかりやすく示し、確実に

３年で行う事業を挙げていきます。そこに挙がったものしかやらないのかという

と当然そうではなく、これまでも総合計画に盛り込まれなくても当たり前のよう

に行った事業はたくさんありますので、総合計画よりももっとメリハリをつけて、

３年間で行う事業としてしっかりと施策として位置づけて、市民の皆様にもわか

りやすくしないといけない。そこには、指針からは漏れるものをあるわけですが、

指針に示されていないからその事業を行わないわけではなく、経常的な一般の事

業の中で展開していくというのは当然ありえます。 

Ｑ.例えば、№３４の『都市基盤の老朽化』が重点施策から落ちたとしても、道路

を直さないということにはならないということでいいですか。 

Ａ.竹村部長 

  そのとおりです。ただ、この都市基盤の老朽化は、これからの市にとって重要

な課題ですので脈々とやっていきますが、どこまでやっていくのかということは

あります。 

Ｑ.そういう意味では、すべてが重要な事業に見えてしまうので、計画がなくなっ

てしまうのが、とても心配です。 

Ａ.竹村部長 

  なくなりません。指針上、なくなるだけです。 

 

Ｑ.地域の声はどのように吸い上げていくのか、あるいは吸い上げないのか。また、



その結果について、どういう形で知らせていくのか考え方を教えてください。 

Ａ.竹村部長 

今現在、総合計画から指針に変えていくうえで、郷土づくり推進会議委員の皆

様にもご説明させていただいて、ご意見をいただきます。これ以外にも、市民ワ

ークショップや地区全体集会でご説明をしてご意見をいただく機会を設けてい

きたいと考えております。また、１０月下旬から１１月初旬にかけて、もう一度

ワークショップをやりますが、その中では、無作為抽出の市民約２,０００名に

対し満足度調査のアンケートをとり、そのアンケート結果に基づきワークショッ

プを行いながら市民のご意見をいただくといったことを新たな指針の策定の間

までに行います。 

 策定以降は何もしないということではなく、1年ごとに事業状況や進み具合を

検証して、郷土づくり会議委員の皆様との意見交換をさせていただきますが、地

区全体集会にもぜひ参加させてもらいたいと考えております。満足度調査も策定

する前段で今年行いますが、それを毎年行い、指針に位置づけられている施策の

展開が本当に功を奏しているのか、皆さんが納得している内容になっているのか

把握いたしまして、それを検証して見直しや先の計画策定につなげていきたいと

考えております。 

 

Ｑ.重点施策の№１８『困難を有する若者の自立』について、普通に若者の就労が

難しいことがあると思いますが、困難を有するという表現が気になります。 

Ａ.藤間副市長 

 今、若者全体の就労状況が、就職が非常に困難な状況になっております。ここ

での「困難を有する」については、ひきこもりの方やニートの方で、市内にそれ

ぞれ数千人いらっしゃって特に困難な状況にあることです。できるだけ社会に出

てきていただいて、そのためには就職がひとつのきっかけになると思います。た

だ、就職に至るまでは大変なことであると思います。若者全体に困難性があるの

ですが、これについては通常の業務でも取り組んでおります。その中で、一番深

刻な問題を抱えている若者たちを救っていこうということを重点的にやってい

くことを考えています。 

Ｑ.就労、結婚の問題、また人口も増えなかったりと、若者に対する支援をもっと

してほしいと思います。 

Ａ.藤間副市長 

 今は困難を有する若者としていますが、施策としてこれだけでいいのかと考え

る必要はあるとは思います。 

 

Ｑ.重点施策の№５『地域コミュニティの醸成』とありますが、片瀬地区はボラン



ティアセンターができ、子育てからお年寄りまでとても有効に活用されています。

一方、西浜橋、山本橋の向こう側という地の片瀬海岸２丁目では、コミニュティ

する場所というのが本当に少ない。今唯一、西浜公園にある建物２階の３０人ぐ

らい入れる集会所しかありません。今度、そこが改修されるということで、西浜

公園ワークショップを行っています。ワークショップは２回行われているが、そ

の中で防災、公園、交流の場などの点で議論したいが、今は避難タワー等防災一

色となり、交流の場としては後回しになっています。これらを一体化した考え方

で、進めることはできないのでしょうか。 

Ａ.竹村部長 

 施設は、まさに今言っていただいたような様々な要素を含んだものを複合的に

作っていくという視点で、これからも議論されていかないといけないと思います

が、西浜公園に特化してお話しますと、公園は法律の制限を受けて、物を建てる

事が非常に困難なのです。空地にしておくことが前提なので、防災倉庫ひとつを

置くにも大変なことです。そういったことから、今は外に置かれてしまっている

感はあるかと思いますが、全体的には様々な住民のニーズに応えた場づくりはし

ていくべきですし、していけると思います。もうひとつは、公共施設・基盤の老

朽化について市の施設も相当古くなってきており、それを建て替えていくのはも

のすごいお金がかかっていくという時代がきます。そうしますと、新しいものを

作るというよりも、建て替えるときをきっかけに様々な複合施設にしながら、管

理部門で節約できたりといった形にしていく中で、田村さんのお話は大変重要な

ことだと思っています。 

Ａ.藤間副市長 

 都市公園法という法律がありまして、細かく使える面積が決まっているのです。

公園のほんの一部しか建物の部分として使えません。例えば、トイレを作ってし

まうとそれでお終いであったりという感じなのです。西浜公園は、問題意識とし

てはやはり防災の観点で避難が難しい地域ですから、そういう意味で高台を作る

ということで始めた部分もあり、防災の視点は大事なことだと思います。しかし、

貴重なご意見ですので、もう一度可能なものなのか検討させてください。 

 

Ｑ.ニュースで、つくば市の科学研究所と一緒に水害シミュレーションの研究を藤

沢市で唯一行っていると見た記憶があります。あと３０分降ると浸水してしまう

地域もあり、そういう情報があれば早めにいただけると避難の判断になります。

もし、そのようなことがあれば、メール等でぜひ情報発信してほしいと思います。 

Ａ.藤間副市長 

 全市的では無く、特定の地域で行っています。研究結果として、ほぼシミュレ

ーション通りになったことが確認をできたところです。全国的には藤沢が最初で



すが、まだ実用段階には至っておりません。これから市内へ、また全国へどのよ

うに展開していくのかも、まだ決まっていません。当面、市としては、貯留管等

の他の施策で対応を図っているところですので、よろしくお願いいたします。 

 

６．閉会 

                                   以 上 

 


